
2025 年 9月 5日 

 

茨城県内 6金融機関による手形・小切手の全面的な電子化に向けた推進について 

 

常陽銀行（頭取 秋野 哲也）は、このたび、手形・小切手の全面的な電子化に向け、

茨城県内に本店を置く金融機関と共にお客さまの業務効率化と生産性向上に資するデジタル

サービスへの移行を推進していくこととしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

本取り組みは、お客さまの利便性向上に資するため、金融機関の業態の垣根を越えた連携に

より実施するものです。 

当行では、今後も県内金融機関との積極的な連携をはかり、地域社会の持続的成長に貢献

してまいります。 

記 

1．目的 

政府は 2021 年 6 月に閣議決定された「成長戦略実行計画」において、「2026 年度末まで

に電子手形交換所における手形・小切手の交換枚数をゼロにする」ことを決定しております。 

当行は、茨城県内に本店を置く 6 金融機関と連携することで、茨城県内企業における決済

のデジタル化促進により一層取り組み、「業務効率化による生産性の向上」や「手形・小切手の

現物紛失等のリスク低減」、「印刷不要等によるコスト削減」、「紙削減による環境負荷

低減」を図ってまいります。 

2．共同で取り組む金融機関 

銀 行 常陽銀行、筑波銀行 

信用金庫 水戸信用金庫、結城信用金庫 

信用組合 茨城県信用組合 

ＪＡ 茨城県信用農業協同組合連合会および会員農業協同組合 

3．共同推進内容 

（1）「手形・小切手の全面的な電子化」に関するお客さま向けチラシの共同作成 

（2）手形・小切手の全面電子化に向けた活動共有、勉強会開催 

（3）お客さまの電子決済取引（「電子記録債権（でんさいサービス）」や「法人インターネット

バンキング」）の移行サポート 

（4）茨城県内共通ロゴマーク（手形・小切手電子化宣言）の展開 

4．連携日 

2025 年 9 月 5 日(金)  

以 上 

 

 



（参  考） 

常陽銀行では、手形・小切手をご利用いただいているお客さまを対象に、「電子決済取引意向

調査」を実施しました。お客さまの回答結果は以下のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 ＜手形・小切手を支払いで利用されていますお客さま＞ 

 9 割超のお客さまが 2026 年 3 月をもって、手形・小切手の振出しを完全にやめると回答しま

した。 

 移行する電子決済取引は「でんさい」（株式会社全銀電子債権ネットワークが取り扱う電子記

録債権）やインターネットバンキングによる「振込」が多く、現時点で未定と回答したお客

さまは９％でした。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜手形・小切手を受け取りで利用されていますお客さま＞ 

 手形・小切手を受け取られるお客さまの 47％が、既に支払企業側に対し、電子決済取引への

移行を打診していました。また、常陽銀行が 7 月 4 日（金）にリリースした「手形・小切手

の全面的な電子化に向けた取り組みについて」を受け、支払企業側へ電子決済取引への移行

を打診する方針を示したお客さまは 13％でした。 

 一方、35％のお客さまが「相手の意向を待つ」と回答しており、「茨城県内 6金融機関による

手形・小切手の全面的な電子化に向けた推進」を通じて、茨城県内の電子決済取引の一層の

普及に取り組んでまいります。 

 

調 査 名：手形・小切手の全面電子化（電子決済取引意向調査） 

対象企業：常陽銀行にて手形・小切手を支払いで利用されていますお客さま（486 社） 

     常陽銀行にて手形・小切手を受け取りで利用されていますお客さま（444 社） 

実 施 日：2025 年 7 月 4日（金）～2025 年 8 月 15 日（金） 

集計方法：常陽銀行営業店がとりまとめ 

打診した

47%

今回の施策を受け

打診する予定

13%

相手方の意向を待つ

35%

未定

5%

【受取事業者】支払先に対する電子決済取引への移行打診

（N=444社）

2025年12月迄

47%2026年３月迄

44%

まだわからない

9%

【支払事業者】手形・小切手の完全ゼロ化時期

（N=486社）

①全てでんさい

3%

②でんさい中心

（一部は振込）

35%

③でんさい・振込を

半々

19%

④振込中心（一部

はでんさい）

17%

⑤全て振込

17%

⑥未定

9%

【支払事業者】電子決済取引への移行方針

（N=486社）






